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ビンズイの解説（ページ上の写真）

つくばでは冬の鳥です。セキレイの仲間の小鳥で、尾を上
下に振りながら地面を歩きまわって餌を探します。構内のア
カマツ林で、桜の横枝にとまっているところを見つけてカメラ
を向けました。

この印刷物は、印刷用の紙へ
リサイクルできます。

リサイクル適性 Ａ

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本
方針における「印刷」に係る判断の基準に従
い、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料
「Aランク」のみを用いて作製しています。

ネジバナの解説（ページ下の写真）

芝生に混ざって生えるネジバナは、小さな花がらせん状に
並んだ穂を出す野生のランです。数ミリの花をアップでみる
と、なるほどランの仲間だということが分かります。

表紙（写真）の解説
環境研の構内は緑が豊富です。
写真の前景はハクモクレンで、太陽の光を受けて葉が輝いています。遠景に見える
木立の中にも木漏れ日が射し込み、散歩に誘っているようです。
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＜規模＞
・役職員数（平成26年4月現在）

　　役職員265名（うち、役員5名、職員260名）

　　契約職員587名

・平成26年度予算額

　　15,791百万円

・敷地面積等（平成25年度末現在）

　　敷地面積　230,639m2

　　延床面積　81,105m2
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《編集方針》
　本報告書は、独立行政法人国立環境研究所が
作成する環境報告書として、環境配慮活動の概
要を取りまとめ、所外の方々に分かりやすく情
報開示をするとともに、自らも今後の取組の更
なる向上に役立てることを目的にしています。
・対象読者は、環境に関心・知識をお持ちの国

民の方々及び所内の職員を想定しています。
・環境配慮の項目ごとに、図表や写真等を用い

つつ取組結果や取組内容を紹介するととも
に、今後に向けた取組概要も記載しています。

・職員の“顔”及び“声”をコラム等の形で掲載
することで、現場の声や、現状分析の試みな
ど、研究所ならではの情報を広く紹介します。

・資源の節約のため、報告書の入手希望者に
は、国環研ホームページからダウンロードし
ていただくことを基本としています。また、
本文に関連する各種データのうち、参考とな
るものはホームページ上に掲載しています。
本報告書とあわせて、ご参照いただければ幸
いです。

《対象組織》
　茨城県つくば市にある本所内を報告及びデー
タ集計の対象範囲としています。所外の実験施
設等については、「13　所外の実験施設等」に
概要を記載しています（32〜33ページを参照）。

《対象期間》
　平成 25 年度（平成 25 年４月〜平成 26 年
３月）の活動を中心に、一部に過去の活動、将
来の予定などについても記載しています。

《対象分野》
　本所内における環境面及び社会面の活動（社
会への貢献、研究成果の発信など）を対象とし
ています。

《参考にしたガイドライン》
　環境省「環境報告ガイドライン（2012 年版）」
　環境省「環境報告書の記載事項等の手引き（第
3版）」

《環境省「環境報告ガイドライン（2012 年版）」と本書「環境報告書 2014」の対応表》
環境報告ガイドライン（2012 年版） 環境報告書 2014

章 項目 対応章 ページ
第４章　環境報告の基本的事項 １．報告にあたっての基本的要件 （表紙裏）

（裏表紙）
（編集方針）等

（表紙裏）
（裏表紙）

P1
２．経営責任者の緒言   1　読者の皆様へ P.2
３．環境報告の概要   2　国立環境研究所について

  3　国環研の環境配慮の枠組みと計画的取組
  4　環境負荷に関する全体像
  5　データから見た環境負荷の実態

P.4 ～ 5
P.6 ～ 9

P10
P.11 ～ 12

４．マテリアルバランス   4　環境負荷に関する全体像 P.10
第５章　「環境マネジメント等の環境配慮経営

に関する状況」を表す情報・指標
１．環境配慮の方針、ビジョン及び事業戦略等 （１）環境配慮の方針   3　国環研の環境配慮の枠組みと計画的取組 P.6 ～ 9

（２）重要な課題、ビジョン及び事業戦略等   2　国立環境研究所について P5
２．組織体制及びガバナンスの状況 （１）環境配慮経営の組織体制等   3　国環研の環境配慮の枠組みと計画的取組 P8

（２）環境リスクマネジメント体制 － －
（３）環境に関する規制等の遵守状況 10　環境汚染の防止のために P.24 ～ 25

３．ステークホルダーへの対応の状況 （１）ステークホルダーへの対応 12　社会的取組の状況 P.28 ～ 31
（２）環境に関する社会貢献活動等 12　社会的取組の状況 P.28 ～ 31

４．バリューチェーンにおける環境配慮等の
取組状況

（１）バリューチェーンにおける環境配慮の取組方針、戦略等   7　循環型社会形成のために P.17
（２）グリーン購入・調達   7　循環型社会形成のために P.17
（３）環境負荷低減に資する製品・サービス等 12　社会的取組の状況 P.30 ～ 31
（４）環境関連の新技術・研究開発 （12　社会的取組の状況） （P.30 ～ 31）
（５）環境に配慮した輸送 － －
（６）環境に配慮した資源・不動産開発／投資等 － －
（７）環境に配慮した廃棄物処理／リサイクル   7　循環型社会形成のために P.16 ～ 19

第６章　「事業活動に伴う環境負荷及び環境配
慮等の取組に関する状況」を表す情
報・指標 

１．資源・エネルギーの投入状況 （１）総エネルギー投入量及びその低減対策   6　地球温暖化防止のために P.13 ～ 15
（２）総物質投入量及びその低減対策   7　循環型社会形成のために P.16 ～ 19
（３）水資源投入量及びその低減対策   8　水使用量削減のために P.21

２．資源等の循環的利用の状況（事業エリア内）   7　循環型社会形成のために P.16 ～ 19
３．生産物・環境負荷の産出・排出等の状況 （１）総製品生産量又は総商品販売量等 － －

（２）温室効果ガスの排出量及びその低減対策   6　地球温暖化防止のために P.13 ～ 15
（３）総排水量及びその低減対策   8　水使用量削減のために P.21
（４）大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減対策 10　環境汚染の防止のために P.24 ～ 25
（５）化学物質の排出量、移動量及びその低減対策   9　化学物質等による環境リスク低減のために P.22 ～ 23
（６）廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策   7　循環型社会形成のために P.16 ～ 19
（７）有害物質等の漏出量及びその防止対策   9　化学物質等による環境リスク低減のために P.22 ～ 23

４．生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 11　生物多様性の保全のために P.27
第７章　｢ 環境配慮経営の経済・社会的側面

に関する状況 ｣ を表す情報・指標 
１．環境配慮経営の経済的側面に関する状況 － －
２．環境配慮経営の社会的側面に関する状況 12　社会的取組の状況 P.28 ～ 31

第８章　その他の記載事項等 － －
（注）環境報告書 2014 の対応章及び対応ページの欄には、環境報告ガイドライン（2012 年版）の項目に対応する主な章及びページを記載しています（他の章及びページに一部掲載されている場合

もあります）。
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国立環境研究所（以下「国環研」）の「環境
報告書」の第９号にあたる「環境報告書 2014」
をお届けします。初号の「環境報告書 2006」か
ら８年が経過し、国環研ホームページや各種イベン
トなどの機会を通じて、所外の様々な方面の皆様
にご覧いただいております。

国環研憲章に掲げている「今も未来も人びとが
健やかに暮らせる環境をまもりはぐくむための研究」
を推進する国環研にとって、自らの活動に伴う環
境への影響に十分配慮することは当然のことです。
私たち国環研は、環境配慮に関する自らの取組状
況とその成果を取りまとめ、所外の皆様に情報提供
することを目的として毎年「環境報告書」を作成し、
公表しています。本報告書では、所内外からのご
意見等も踏まえつつ、事実をできるだけ分かりやすく
お示しするとともに、コラムなどをとおして所内の研
究者が環境配慮や環境問題についてどのように考
え、活動しているかについてもお伝えしています。

さて、国環研では、平成 23 年度から27 年度ま
での５年間の研究・各種活動の基本方針を定めた

「第３期中期計画」に基づき、環境研究の柱とな
る８つの研究分野を設定するとともに、これらを担う
研究センターを設置し、基礎研究から課題対応型
研究まで一体的かつ機動的な研究活動を展開して
います。これに併せて、第３期中期計画に対応し
た環境配慮計画を定め、所内の環境配慮への取
組を着実に推進しています。

東日本大震災への対応では、国環研は、震災
直後から災害環境問題の解決に向け、研究所を挙
げて調査研究に取り組んできました。災害廃棄物や
放射性物質汚染廃棄物等の処理、環境中の多媒
体での放射性物質の実態把握・動態解明を柱とし
て積極的な研究展開を図り、得られた成果は国の
検討会や各種基準・指針等に活用・反映されました。
また、平成 25 年 3月に第 3 期中期計画を変更して、
災害と環境に関する研究の実施を明記し、東日本
大震災からの復旧・復興に向けた調査研究を総合
的・一体的に推進し、モニタリング調査やモデルの
開発・解析など復興や被災地の環境創造を図る政
策に貢献できる研究の推進に努めています。さらに、
福島県が平成 28 年度開設を目指して整備計画を
進めている福島県環境創造センター内に国環研の
現地研究拠点として福島支部を開設する予定として
おり、昨年 10 月に国環研本講に福島支部準備室

を設置し、福島県や JAEA（日本原子力研究開発
機構）との研究連携、管理運営等について、協議・
調整を行っているところです。

夏期の節電対応については、平成 25 年度は
法的削減義務は課せられませんでしたが、理事長を
本部長とする節電対策本部において、電力単価の
大幅なアップを考慮し、通年の電力消費量をできる
限り抑制すること、ピーク対策として契約電力よりさ
らに少ない数値を目標とする節電計画及びアクショ
ンプランを策定し、研究業務への影響を極力抑え
つつ組織を挙げて取り組みました。その結果、夏
期の電力消費量は震災前の平成 22 年度比で約
20％、ピーク電力は約 22％抑制することができまし
た。また、冬期においても職員に対し節電の呼び
かけを行い、通年の電力消費量は平成 22 年度比
で 11％抑制することができました。本年度も、環
境研究の中核的機関として、また、政策貢献型機
関として、自らの社会的責任及び使命に鑑み、研
究業務への影響を最小限に抑えつつ、引き続き積
極的な節電に取り組んでいきます。

国環研では、所内外を取り巻く環境がこのように
大きく変化していく中で、研究活動のみならず環境
配慮への取組においても高い水準を維持してまいる
所存です。所外の皆様におかれましては、忌憚の
ないご意見をお寄せいただくとともに、ご支援ご協力
を何卒宜しくお願い申し上げます。

独立行政法人国立環境研究所　理事長

1　読者の皆様へ
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発足時の国立公害研究所
（現・国立環境研究所本館Ⅰ）

天皇皇后両陛下国立環境研究所行幸啓
（2010 年 8 月）

独立行政法人国立環境研究所設立記念式典
（2001 年 5 月 31 日）

国環研の沿革

国立環境研究所の出来事 環境関係の出来事 

光化学スモッグ深刻化

環境庁発足

国立公害研究所設立準備委員会発足

4大公害裁判判決  

ストックホルムで国連人間環境会議開催

国立公害研究所設立準備委員会報告書発表

国立公害研究所発足

ローランド博士ら、オゾン層の破壊の可能性を指摘

評議委員会発足

昭和天皇国立公害研究所行幸

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）発足

称改と」所究研境環立国「、組改的面全

地球環境研究総合推進費による研究スタート 

地球環境研究センターの新設  

ブラジル・リオデジャネイロで地球サミット開催

環境基本法公布

地球温暖化防止京都会議開催

第1回公開シンポジウム開催

省庁再編により環境省発足、研究所内に廃棄物研究部を新設

独立行政法人国立環境研究所発足、第1期中期計画（2001-2005） 

第2期中期計画による活動開始 

1970年代前半

1971（昭和46）年7月

1971（昭和46）年11月

1971～1973年

1972（昭和47）年6月

1973（昭和48）年3月

1974（昭和49）年3月

1974（昭和49）年5月

1978（昭和53）年10月

1985（昭和60）年4月

1988（昭和63）年11月

1990（平成2）年7月

1990（平成2）年7月

1990（平成2）年10月

1992（平成4）年6月

1993（平成5）年11月

1997（平成9）年12月

1998（平成10）年6月

2001（平成13）年1月

2001（平成13）年4月 

2006（平成18）年4月 

「子どもの健康と環境に関する全国調査」の
　総括的な管理運営業務スタート 

2010（平成22）年4月 

天皇皇后両陛下国立環境研究所行幸啓

第3期中期計画による活動開始

2010（平成22）年8月 

2011（平成23）年4月 

東日本大震災発生

「災害環境研究の俯瞰」策定

2011（平成23）年3月 

2012（平成24）年4月 

第3期中期計画を一部変更、災害と環境に関する研究の実施を
明確に位置づけ

2013（平成25）年3月 

福島支部準備室を設置2013（平成25）年10月 

国環研の全景

昭和天皇国立公害研究所行幸
（1985 年 4 月）



4 環境報告書 2014

2　国立環境研究所について

　国環研の組織は、調査・研究を担う「研究実
施部門」、所の企画・運営・広報等の業務、環
境情報の収集・整理・提供を行う「企画・管理・

情報部門」、研究連携に係る業務を行う「研究
連携部門」から構成されています。ここでは、
平成 26 年 4 月現在の組織体制、予算、人員
構成を示します。

組織等

研究所の組織
理事長 監事

理事

役
議
審

門部報情・理管・画企門部携連究研

部
報
情
境
環

部
務
総

室
査
監

部
画
企

研究実施部門

理事
（研究担当） （企画・総務担当）

区分 平成23年度～27年度（5年間） 平成26年度

運営費交付金 ………………68,519 11,782
施設整備費補助金 ………………1,540 363
受託収入 ……………………18,057 3,611
その他の収入 ……………………147 34
計 ……………………………88,264 15,791

注）予算額は、中期計画に基づき毎年度、決定される。

収入
中期計画収支予算

区分 平成23年度～27年度（5年間） 平成26年度

業務経費 ……………………50,918 8,149
施設整備費 …………………1,540 363
受託経費 ……………………18,057 3,611
人件費 ………………………15,516 3,207
一般管理費 …………………2,232 459
計 ……………………………88,264 15,791

支出

（単位：百万円）

役職員構成比
265人（6人）

A

B

A　研究実施部門…  203人
（6人）

B　企画・管理・情報部門
　　　　　 ………… 56人
C　役員 ……………… 5人
D　研究連携部門 …… 1人

（　）内は外国人で内数

C D

研究職員の専門分野構成
研究職員の博士の比率 96.0％

A

B

C

D

E
G HF

A 理　学 ………39.39％
B 工　学 ………33.33％
C 農　学 ………14.65％
D 医　学 ………  6.06％
E 薬　学 ………  3.03％
F 水産学 ………  0.51％
G 経済学 ………  0.51％
H 学　術 ………  1.52％
Ｉ　法　学 ………  0.51％
Ｊ　獣医学 ………  0.51％

I J

客員研究員等の構成

A

B

C

D

A　客員研究員 …………244人 （9人）
B　契約研究員 …………139人 （22人）
C　研究生 ………………75人 （6人）
D　共同研究員 …………83人 （18人）

（　）内は外国人で内数
（但し、客員研究員、研究生、共同研究員については、

平成25年度中に受け入れた延べ人数）
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　国環研では、「環境の保全に関する調査・研究」
「環境情報の収集、整理及び提供」を業務の柱
とし、環境大臣の定めた中期目標を受けて５カ

年の中期計画を作成し事業を進めています。こ
こでは、第３期中期計画期間（平成 23 年度か
ら 27 年度までの 5 カ年）における調査・研究
等の概要を紹介します。

事業の概要

　第3期中期計画期間において、国立環境研究所は、国内外の環境研究の中核的機関として、また、政策貢献型機関とし
ての役割を果たすため、環境政策立案への貢献や技術・システムの社会実装につながる課題対応型研究、分野横断型研
究を重視しつつ、長期的展望と環境政策への貢献の双方に立脚した学際的かつ総合的で質の高い環境研究を推進します。

　環境研究の柱となる8分野を以下のとおり設定しています。これらを担う研究センターを設置し、基礎研究から課題対応型研究
まで一体的に、分野間連携を図りつつ実施します。
　＜環境研究の柱となる分野＞
　　①　地球環境研究分野 ②　資源循環・廃棄物研究分野 ③　環境リスク研究分野
　　④　地域環境研究分野 ⑤　生物・生態系環境研究分野 ⑥　環境健康研究分野
　　⑦　社会環境システム研究分野 ⑧　環境計測研究分野

第3期中期計画期間における取組

１． 環境研究の体系的推進

　中核的研究機関として国内外の環境分野の研究機関と連携して研究を推進する基盤を強化します。そのため、研究連携を戦略
的に推進するための体制を整備し、アジア地域等をはじめとした国際的な研究連携や国際約束に基づくモニタリング事業等の推進
を図ります。

4． 中核的研究機関としての連携強化

　重要な環境研究課題に対応するため、以下に示す１０の研究プログラムを設定し、所内連携及び国内外の関連研究実施機関・
研究者との連携のもとに進めます。

2． 課題対応型研究プログラムの推進

　政策対応型の研究機関として、国環研の研究成果が国内外の環境政策の立案や実施、見直し等に貢献するよう、さらなる取組
の強化を行います。
　また、環境の状況に関する情報や環境研究・環境技術に関する情報など、環境に関わる情報を収集、整理し、環境情報メディア

「環境展望台」によってインターネット等を通じて広く提供します。

5． 環境政策立案等への貢献

重点研究プログラム
（緊急かつ重点的な研究課題）

地球温暖化研究プログラム

循環型社会研究プログラム

化学物質評価・管理イノベーション研究プログラム

東アジア広域環境研究プログラム

生物多様性研究プログラム

先導研究プログラム
（次世代の環境問題に先導的に取り組む研究課題）

流域圏生態系研究プログラム

環境都市システム研究プログラム

小児・次世代環境保健研究プログラム

持続可能社会転換方策研究プログラム

先端環境計測研究プログラム

　東日本大震災等の災害と環境に関する研究として、放射性物質に汚染された廃棄物等の処理処分技術・システムの確立や、放
射性物質の環境動態解明、被ばく量の評価、生物・生態系への影響評価、災害後の地域環境の再生・創造等に関する調査・研究
を、研究体制を整備して総合的・一体的に推進するとともに、福島県等他の機関との連携を図りつつ実施します。

3． 災害と環境に関する研究
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　国環研は、“地球環境保全、公害の防止、自
然環境の保護及び整備その他の環境の保全に関
する調査及び研究を行うことにより、環境の保
全に関する科学的知見を得、及び環境の保全に
関する知識の普及を図ることを目的”としてい
ます（「独立行政法人国立環境研究所法」より
抜粋）。その歴史は昭和 49 年の国立公害研究
所発足に遡り、これまで 40 年以上にわたり、
幅広い環境研究に学際的かつ総合的に取り組む
研究所として、様々な環境問題の解決に努めて
きました。

　国環研は、その研究活動を通じ、現在も何世
代か後も私たちが健やかに暮らせる環境を実現
することにより、広く社会に貢献することが使
命です。これは、平成 18 年 4 月に制定された
憲章（目次のページ参照）に簡潔に言い表され
ています。

国環研の沿革

国環研の基本理念

3　国環研の環境配慮の枠組みと計画的取組

国環研の環境配慮に関する基本方針

Ⅰ　基本理念
　国立環境研究所は、我が国における環境研究の中核機関として、環境保全に関する調査・研究

を推進し、その成果や環境情報を国民に広く提供することにより、良好な環境の保全と創出に寄

与する。こうした使命のもと、自らの活動における環境配慮はその具体的な実践の場であると深

く認識し、すべての活動を通じて新しい時代に即した環境づくりを目指す。

Ⅱ　行動指針
1　これからの時代にふさわしい環境の保全と創出のため、国際的な貢献を視野に入れつつ高い

水準の調査・研究を行う。

2　環境管理の規制を遵守するとともに、環境保全に関する国際的な取り決めやその精神を尊重

しながら、総合的な視点から環境管理のための計画を立案し、研究所のあらゆる活動を通じ

て実践する。

3　研究所の活動に伴う環境への負荷を予防的観点から認識・把握し、省エネルギー、省資源、

廃棄物の削減及び適正処理、化学物質の適正管理、生物多様性の保全の面から自主管理する

ことにより、環境配慮を徹底し、継続的な改善を図る。

4　以上の活動を推進する中で開発された環境管理の技術や手法は、調査・研究の成果や環境情

報とともに積極的に公開し、良好な環境の保全と創出を通じた安全で豊かな国民生活の実現

に貢献する。

国立環境研究所　環境配慮憲章

　国環研は、その設置目的及び活動内容から、
活動全般が環境の保全を目的とするものです。
しかし、その業務が環境に配慮したものとなる
には、研究成果の質とその利用方法、研究その
他の活動における手段、取組姿勢や意識を明確
に示す必要があります。そのため、事業活動に
おける環境配慮に関する理念等を示すものとし
て、“環境配慮憲章”を平成 14 年３月に制定
しました（平成 25 年 12 月一部改訂）。
　また、環境配慮憲章を踏まえ、省エネルギー
に関する基本方針、廃棄物・リサイクルに関す
る基本方針、化学物質のリスク管理、生物多様
性の保全に関する基本方針からなる“環境配慮
に関する基本方針＊ 1”を平成 19 年４月に策定
しました（平成 25 年 12 月一部改訂）。

＊ 1　環境配慮に関する基本方針は、参考資料１を参照。（http://www.nies.go.jp/kankyokanri/ereport/2014/sanko1.pdf）
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　環境配慮に関する基本方針及び中期計画に基
づき、国環研の環境負荷の実態等を勘案し、“環
境配慮計画＊２”を策定しています。この計画で
は、環境目標並びにそれを達成するために所と
職員が実施すべき行動・活動を定めており、職

国環研の環境配慮計画

＊ 2　環境配慮計画は、参考資料２を参照。（http://www.nies.go.jp/kankyokanri/ereport/2014/sanko2.pdf）

◇第３期中期計画（平成 23 ～ 27 年度）の目標と取組の基本方針

第３期中期計画（平成 23 年度〜 27 年度）

取組項目 中期的目標
（平成 23 〜 27 年度） 取組の基本方針

地
球
温
暖
化
対
策

二酸化炭素排出量 H13 年度比 25％以上削減
（総排出量：H13 年度 20,866t） 省エネルギーに関する基本方針を踏ま

え、研究施設・設備の管理・利用及び研
究の実施を計画的、効率的に行うととも
に、事務活動等に係る省エネ対策を全般
的に実践する注 2）

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

使用電力量 ー注 1）

水
資
源
対
策

水使用量 使用量の削減を図る
実験廃水の循環利用を促進するととも
に、研究、事務活動を通じ節水に心がけ
る

循
環
型
社
会
形
成
・
廃
棄
物
対
策

廃棄物の減量化・
リユース・リサイクル 一層の発生量の削減を図る

廃棄物・リサイクルに関する基本方針を
踏まえ、廃棄物等の減量化と適正処理に
取り組むとともに、循環資源の分別回収
の徹底と再利用を推進する

グリーン購入 物品・サービスの購入・使用に
環境配慮を徹底

環境物品等の調達の推進を図るための方
針等に基づき、物品・サービスの購入に
は、出来る限り環境負荷の少ない物品等
の調達に努める

化
学
物
質
管
理
対
策

化学物質管理 化学物質管理の強化
化学物質のリスク管理に関する基本方針
を踏まえ、化学物質の適正な使用・管理
を行う

生
物
多
様
性
保
全
対
策

構内の緑地等の管理 地域の自然の一部となる生物相
の維持・再生を図る

研究所構内を地域の自然環境の一部とし
て管理し、生物多様性の保全に貢献する

通勤に伴う環境負荷対策 環境負荷削減策の奨励 移動に伴う環境負荷低減の取組を実施する

（注 1）　当面、年間を通じた使用電力量の削減を図るとともに、夏期における使用最大電力の計画的な抑制を行う。
（注 2）　災害環境研究などの新たな研究を含め、研究意欲や研究活力を維持向上させつつ、最大限の節電努力を行う。（独）国立環境研究所節電対策本

部において、研究所全体の節電に係る進行管理を行うとともに、必要に応じて節電対策の見直しを行う。

員はこれに沿って普段の業務を実施することが
求められます。
　平成 23 年度からの第３期中期計画において
は、新たな取組項目及び目標（５カ年で達成す
べきとされた目標）を定め、これに沿って取り
組むこととしています。
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　国環研では、平成 18 年度に環境マネジメン
トシステムを構築し、平成 19 年度より本所内
を対象として環境マネジメントシステムを運用
しています（運用詳細はコラム１を参照）。
　環境配慮憲章を踏まえ策定された“環境配慮
に関する基本方針”は、環境マネジメントシス
テムの運用に当たっての指針となっています。

国環研の環境マネジメントシステム

最高環境管理責任者
（理事（企画・総務担当））

統括環境管理責任者
（総務部長）

環境担当課（総務課）

理　事　長

環境管理委員会

環境管理システム専門委員会

環境管理責任者
（ユニット長）

課室環境管理者

課室員等

環境管理責任者
（ユニット長）

課室環境管理者

課室員等

環境管理監査責任者
（監査室長）構内緑地等管理小委員会

●環境マネジメントシステムの運営体制
　理事長の下に環境管理委員会＊ 3 を設置し、
環境配慮憲章や環境配慮に関する基本方針等を
定めるとともに、環境配慮の着実な実施を図
るべく、所内に図 3-1 のような体制を構築し、
環境マネジメントシステムを運営しています。

図 3-1　環境マネジメントシステムの運営体制

＊ 3　企画・総務担当理事を委員長とし、各ユニット（所内組織の基本単位）の長などを委員として構成。

国環研の使命、基本理念を、簡潔な表現で職員が共有できるものとして
平成18年4月に制定しました。

国環研の事業活動における環境配慮に関する理念等を示すものとして
平成14年３月に制定しました（平成25年12月一部改訂）。

環境配慮憲章に掲げる研究所の活動に伴う環境負荷の自主管理による
環境配慮を徹底する基本方針を平成19年４月に策定しました（平成２５年
１２月一部改訂）。

環境目標とそれを達成するための所と職員の環境配慮に関する具体的な
行動を示すものとして中期計画期間ごとに策定しています。

憲　　章

環境配慮憲章

環境配慮に関する基本方針

中期計画

環境配慮計画

●憲章と環境配慮の関係

国環研の環境配慮を含めた活動全般の5カ年計画で、環境大臣
の認可を受けなければいけないものです。
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●環境マネジメントシステムの運用等について
研究所の環境配慮に対する取組として、平成19

年度から環境マネジメントシステムを導入しています。

各職員が各自の取組を評価するため、環境配慮に

関する取組項目を複数設けて実施しています。具体

的には、業務を大きく事務系と研究系に分け、それ

ぞれの活動において節電、節水のほか、廃棄物の適

正廃棄、分別・再利用、紙使用量の削減などを取組

項目として設け、自主的に取り組むこととしており

ます。各職員には毎年 2回、春夏期と秋冬期に分

けて各自の取組状況を振り返り自己評価する機会を

設けており、その評価結果を所内の環境管理委員会

で報告しています。また、必要に応じて各課室長や

ユニット長において所属職員への助言や改善などを

行いました。本年度以降もこの取組を継続し、所員

による環境配慮への自主的取組の促進を図っていき

ます。

その他の取組として、平成 21年度から始めた「エ

コドライブ講習会」を昨年度も実施しました。「講

義と実践」と称して、所内の研究者が講師となり、

エコドライブの基本的な考え方に関する講義の後、

通常運転モードとエコドライブモードの模擬走行を

体験し、燃費が良くなるアクセルの踏み方を体得す

るなど、環境に配慮した運転に対する意識の向上を

図りました（写真１）。今年度も、講習内容を工夫

しつつ引き続き実施していく予定です。

研究所では例年７月に「夏の大公開」と称し、施

設の一般公開を実施しており、各種研究等の取組紹

介をはじめ、様々な企画を用意し、多くの方に来場

いただいています。そこで所内の環境配慮の紹介も

行っており、昨年は『「構内の自然探索」～構内散

策ツアー～』と題して、構内で見られる植物や昆虫

などをスライドで見ながら生物に配慮したつくば植

栽等の管理を紹介するとともに、研究者が「生き物

博士」となって構内を案内し、実際に虫あみで昆虫

を捕獲して観察するツアーを実施し、参加者の皆様

に楽しんでいただきました（写真２）。

これからも引き続き多くの職員が参加できる仕組

み作りを進めつつ、環境負荷低減に向けた取組を実

施してまいります。

総務部総務課
吉田勉

・コラム・1

写真１　所内エコドライブ講習会の様子 写真２　「夏の大公開」での構内自然探索の様子

3　国環研の環境配慮の枠組みと計画的取組
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4　環境負荷に関する全体像

　平成 25 年度において国環研の事業活動へ
投入されたエネルギー、物質、水資源の量と、
事業活動に伴い排出される環境負荷の状況を図
4-1 に示します。国環研では、研究活動を通じ、
多くの研究成果を世の中に発信することで、

人びとが健やかに暮らせる環境を守り育むこと
に貢献することを目指しています。これら環境
負荷をできるだけ抑えつつ、少ない投入資源か
ら少しでも多くの成果が挙げられるような努力
を今後も行っていきます。
※《対象組織》
　茨城県つくば市にある本所内を報告及びデータ集計の対象範囲とし
ています。所外実験施設及び無人実験施設は、「所外の実験施設等」に
記載しています（32 〜 33 ページを参照）。

環境負荷の全体像

■エネルギー■
電気 26,162MWh
ガス 2,447千m3

　　　など

■物質■

国環研

所 内 に お け る 活 動

化学物質（PRTR対象物質） 228kg
コピー用紙（購入） 21t
　　　　など

■上水・地下水■
上水 85千m3

地下水 71千m3

燃え殻0t

ボイラー

焼却施設

たい肥化
施設

22千m3

29千m3

再利用水
25千m3

報
告
書
・パ
ン
フ
レ
ッ
ト
類

大気へ
温室効果ガス
　CO2 13,960t 注1）
　N2O 0.020t 注2）
　メタン 0.041t 
大気汚染物質
　NOx 9t 注3）
　SOx 0t 注4）
　ダイオキシン類 0.0011g-TEQ 注5）

リサイクル・廃棄物処理へ
廃棄物排出量 72t 注6）
　うち、古紙類 36t 注7）
有害物質
　ダイオキシン類 0.0005g-TEQ 注8）

排水へ
下水道放流量 107千m3

　うち、BOD 1.7t 注9）
　

55t

61t

ろ過施設

廃棄物発生量

循環資源
（70t）

可燃物
37t

生活系排水

水生生物
飼育排水

実験系廃水

129t

9t

47千m3

43千m3

42千m3

図4-1　投入資源と環境負荷の全体像（平成25年度）

圃
場
等

注1）電気に関する原単位は、東京電力の年間平均排出係数（出典：東京電力「地球と人とエネルギー TEPCO環境行動レポート2002」）を使用。
注2）ボイラー燃焼及びたい肥化に伴う発生分のみ集計。原単位は、温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（2011年4月）のデータを使用。 
注3、4）ボイラー燃焼に伴う発生分のみ集計。排出口での測定濃度（平均値）に年間排出量の推計値を乗じて算出。SOxは、測定値が定量下限値未満のためゼロと仮定。
注5）廃棄物焼却に伴う発生分のみ集計。排出口での測定濃度に年間排出量の推計値を乗じて算出。“TEQ”は、“毒性等量”（Toxicity Equivalency Quantity）であることを示し、ダイオ

キシン類の濃度を異性体ごとの毒性強度を考慮して算出したもの。 
注6）一時保管量があるため、廃棄物の種類により年度内に発生した量と排出された量は一致しない。排出後の処理・利用方法については、18～19ページの情報を参照。
注7）コピー用紙以外に新聞、雑誌、カタログ類などを含む。
注8）廃水処理施設からの汚泥に含まれる量を集計。
注9）排出口での濃度（平均値）及び燃え殻を基準に平日、夜間、休日の水質を推計して算出。

脱水汚泥
4t

実験廃液
11t

廃水処理
施設

保管
施設
保管
施設9t

有機汚泥
7t
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環境負荷の実態

　ここでは、国環研の活動に伴う環境負荷がど
のような実態で、どのような特徴があるのかを
示します。

●エネルギー使用の実態
　国環研では、研究活動に必要なスーパーコン
ピュータ、試料を冷凍保存するタイムカプセル
棟の運転など、昼夜を問わず長期間連続で運転
が必要な実験装置や施設を有しています。この
ため、本所内全体で消費されるエネルギーの８
割程度が、各種実験装置等が設置されている研
究系施設＊ 4 や施設系施設＊ 4 で使用されていま
す。冷暖房やＯＡ機器などがエネルギー消費の
中心となる事務系施設＊ 4 は残りの約２割程度の
エネルギーを使用しています。

　研究活動を推進する為のエネルギーには電気、
都市ガスの２種類があります。電気は各施設の
ほか、スクリュー冷凍機、ターボ冷凍機などで使
用しています。都市ガスについては大部分が蒸
気を作るために、所内のエネルギーセンターのボ
イラーに供給され、発生した蒸気のほとんどは同
センターから各施設に熱源として供給されます。
所内では、購入した電気、都市ガスと、所内で
生成された蒸気と冷水の４種類のエネルギーが
用いられています。所内のエネルギー使用の概
略は以下の通りです（図 5-1 参照）。

スクリュー冷凍機

貫流式ボイラー

ターボ冷凍機

研究排水処理水・蒸気還水

電　気

都市ガス

上　水

26,162千kWh

24,627千kWh

1,129千kWh

406千kWh

31,379GJ

85千㎥

2,447千㎥

2,397千㎥
37,181㎥ 36,437t

50千㎥

1,906千kWh
48,330㎥
22,296㎥

施　

設　

系

電気
蒸気
冷水
上水

電気
ガス
上水

電気
ガス
蒸気
冷水
上水

事　

務　

系

2,070千kWh
963t
577GJ
16,790㎥

研　

究　

系

20,651千kWh
1,670㎥
35,474t
30,802GJ
45,914㎥

＊ 4　ここでは、研究員居室や事務室が大部分を占める研究施設（研究本館Ⅰ・Ⅱ）を「事務系施設」、エネルギーセンター及び廃棄物・廃水処理
施設を「施設系施設」、これら以外の施設を「研究系施設」と定義、分類している。

図 5-1　エネルギーフロー図（平成 25 年度）

5　データから見た環境負荷の実態
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廃棄物発生量 廃棄物排出量

図5-2　廃棄物発生量・排出量の内訳（平成25年度）
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140

160(t)

120

60

0

アルミ缶  0.5t
金属くず  4.2t

空きビン  2.5t

脱水汚泥　4.0t
実験廃液

10.8t

古紙
36.8t

廃プラスチック類・
ペットボトル

12.4t

一般焼却物
（紙屑など）

24.3t

一般焼却物（敷き床）6.3t

可燃物

生ゴミ  9.1t

感染性廃棄物  0.1t

蛍光灯・電池類  1.3t

一般焼却物（その他）5.0t

循環資源

特殊焼却物  1.0t
再資源化

脱水汚泥　2.8t 

古紙
35.8t

金属くず  2.9t
アルミ缶・スチール缶  1.3t

機器等
（小型家電類）  1.3t

ガラスくず（実験ガラス・陶磁器屑）  1.7t

総計　約71.7t

総計　約128.3t

廃プラスチック類・
ペットボトル 

11.6t

空きビン  0.8t

有機汚泥　7.0t

実験廃液　7.0t

機器等　2.5t
有機汚泥　7.0t 

● 廃棄物発生・処理・リサイクルの実態
　国環研では、実験廃水を排出するための排水
処理により脱水汚泥が多く発生するとともに、
実験廃液や感染性廃棄物、ビーカー等のガラス
くずが発生しています。これらを含めた平成
25 年度の廃棄物発生量（所内で発生した廃棄
物の量）、排出量（廃棄物処理業者に処理を委
託した廃棄物の量）の内訳を図 5-2 に示します。
　廃棄物発生量について見ると、可燃物として
収集された焼却物がおよそ 37 トン、循環資源
としておよそ 70 トンが発生しているほか、実
験施設から 11 トンの実験廃液が、所内の廃水
処理施設から 4 トンの脱水汚泥と、７トンの
有機汚泥が発生しています。可燃物の中では、
一般焼却物の紙屑などが大きな割合を占めてい

ます。また、循環資源の中では、古紙、廃プラ
スチック類・ペットボトルなどが多くなってい
ます。なお、平成 17 年 12 月より、生ゴミを
所内の花壇で堆肥として利用するようになり、
生ゴミはそれ以降循環資源として計上していま
す。
　廃棄物排出量について見ると、古紙が最も多
く、続いて、廃プラスチック類・ペットボトル
が多くなっています。また、脱水汚泥及び有機
汚泥は焼却炉で処理し、熱回収を行って温水を
作っています。なお、廃棄物処理業者に処理を
委託したこれらの廃棄物は基本的に何らかの形
で再資源化されていますが、不純物など、一部
最終処分されるものもあります。

注）一時保管量があるため、廃棄物の種類により、年度内に発生した量と排出された量は一致しない。

5　データから見た環境負荷の実態



13 環境報告書 2014

6　地球温暖化防止のために

●取組結果
　国環研では、第３期中期計画期間（平成 23
〜 27 年度：以下同様）において、地球温暖化
対策の中期的目標として、二酸化炭素排出量
を平成 13 年度比 25％以上削減することとし、
対策の推進に努めています。その結果、平成
25 年度の二酸化炭素排出量は、平成 13 年度比・
総排出量で 33% の減少となり中期的目標を達
成しています。
　なお、環境省が公表している平成２５年度排
出係数を用いた場合では、22.3% の削減とな
ります。

　過去３年間の二酸化炭素排出量の推移を図
6-1 に示します。二酸化炭素排出量が平成 25
年度において平成 13 年度に比較して引き続き
低いレベルで推移したことがわかります。

省エネルギーの推進

二酸化炭素
排出量の
削減

33％削減
（総排出量13,960ｔ）

中期的目標（平成23～27年度）取組項目 平成25年度実績

H13年度比25％以上削減
（総排出量：

H13年度20,866t）

図6-1　二酸化炭素排出量の推移

25,000
（t）

（基準年）

20,000

15,000

10,000

5,000

0 0％

20％

40％

60％

80％

100％

120％

CO2排出量合計（t）　　　　　　　対平成13年度比

20,866

13,727

100.0％

65.8％

平成13年度 平成23年度 平成24年度

12,767

61.2％
13,960

66.9％

平成25年度

10％

30％

50％

70％

90％

110％

図6-2　エネルギー使用量（単位面積当たり）の推移
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100.0
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％
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4,190.6

56.8
％

4,649.0

63.0
％

10％

30％

50％

70％

90％

110％

5,256.9

71.2
％

平成20年度

図6-3　エネルギー使用量（総量）の推移（参考）
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平成12年度 平成25年度平成23年度 平成24年度

106,152

172,805

259,571

108,859

268,171

99,254

240,434274,013

500,000

を超えないという目標を掲げ、組織をあげて節電対策
を実施しました。その結果、夏期の電力消費量は平
成 22 年度に比較して20％削減されました。
　過去 3 年間のエネルギー使用量に関する推移
を図 6-2 と図 6-3 に示します。単位面積当たり、
総量ともに、平成 25 年度において平成 12 年
度に比較して引き続き低いレベルで推移したこ
とがわかります。

　また、省エネルギー対策については、当面、夏期（7
〜 9 月）の使用最大電力の計画的な削減を行うこ
とを中期的目標に定めています。平成 25 年度は、
電力消費量そのものを通年を視野に入れつつできる
限り抑制すること、ピーク期間・時間帯（7 〜 9 月
の平日9 〜 20 時）における使用最大電力が契約
電力（5,100kW）よりさらに100kW少ない5,000kW

●具体的な取組の内容
　国環研では、環境配慮に関する基本方針のう
ち、省エネルギーに関する基本方針に基づき、
省エネルギーに取り組んできました。
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図 6-4　太陽光発電設備による平成 25 年度月別発電量及び日照量

太陽光発電設備（研究本館Ⅰ）
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　また、太陽光発電設置については、これま
で順次整備をすすめ、平成 25 年度も新たに３
箇所設置したことにより全体で約 450kW とな
り、これは、つくば構内の契約電力量の約１割
程度になっています。なお、所内の太陽光発電
設備による平成 25 年度の発電量は合計約 25
万 kWh でした。各月の発電量及び日照量は図
6-4 に示します。

●夏期の節電への取組内容
　夏期の節電対応と研究機能の両立について
は、理事長を本部長とする節電対策本部におい
て、通年の電力消費量をできる限り抑制するこ
と、ピーク対策として 5,000kW を超えないこ
とを目標として、大型施設の計画的停止等を実
施するアクションプランを策定し、研究業務へ
の影響を極力抑えつつ組織をあげて強力に取り
組みました。スーパーコンピュータ等の研究施
設の運転停止については利用者の意向や研究計
画にも配慮し、夏期以外の時期にシフトが可能
な機器についてのみ実施するとともに、運転停
止期間については電力の使用状況を踏まえて柔
軟に対処しました。恒温・恒湿室の温度・湿度
条件の見直しについては、昨年度の実施状況も
踏まえ、研究業務への影響を最小限に抑える範
囲において実施しました。研究者の節電意識の
高まりによる継続的な節電効果が確認されたほ
か、使用電力の見える化、低電力消費機器の導
入、昼間運転から夜間運転への切り替えによる
実験の継続等の様々な取組・工夫を行いました。
その結果、電力消費量は震災前の平成 22 年度
を基準として約 20％、ピーク電力は約 22％抑
制することができました。また、夏期の節電期
間終了後においても、使用機器の削減など節電
への取組を続け、一定の節電効果が継続的に確
認されています（なお、ここでの kW の表記は
1 時間を単位とした、平均使用電力の値を表し
ています）。

グリーンカーテン

　具体的には、研究計画との調整を図りつつ、
大型実験施設を計画的に運転停止するとともに、
エネルギー管理の細かな対応等に取り組みまし
た。また、夏期冷房の室温設定を 28℃、冬期暖
房の室温設定を 19℃に維持することを目標とし
て空調の運転管理を行うとともに、環境省が推
奨している、“クールビズ”、“ウォームビズ”を
励行しました。また、蛍光灯の間引きや網戸整
備による窓あけ冷房停止の奨励や植物による日
よけ対策を施すなど節電に取り組みました。
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　国環研では温室効果ガスの排出による地球
温暖化を防止するため、フルオロカーボン

（HCFC、HFC など。以降、フロン類）の排出
管理を行っております。平成 25 年度はフロン
類の充填を 8kg 行いました。
　国環研に設置されている空気調和機（施設課
管理分）には、HCFC：1,740 ｔ及び HFC：
23,707 ｔを合わせた計 25,447 ｔの温室効果
ガス（CO2 換算）が充填されているので、今後
も適正な管理を行っていきます。

6　地球温暖化防止のために

● 出版物の電子化による紙資源の利用削減
国立環境研究所の研究成果については、年間の活

動内容をまとめた年報や研究報告、研究プロジェクト

報告等といった形で指定刊行物として刊行しています。

これらの刊行物については、かつては原則として冊

子による提供となっていたことから、平成２３年度まで

に発行部数や配布先の見直しを行い、その前年度まで

と比較して１０％～３０％の削減となってはいましたが、

まだ一定数の印刷を行っていたことから、刊行物の総

ページ数としては１００万ページ近くのものとなっていま

した。

平成２４年度からはこの取り組みを更に進め、広報

誌として活用されている「環境儀」や「国立環境研究

所ニュース」といった一部の刊行物を除き、原則として

電子情報による提供に切り替えることにより、平成２３

年度に比べて総印刷ページ数は約２０％となり、大幅

な紙の削減を実現することができました。

また、平成２４年度の段階では、電子情報での提供

に切り替えた刊行物の一部については研究所のホーム

ページからの提供に加え、ＣＤでも平行して配布して

いましたが、これらについても平成２５年度はホーム

ページからの提供に一本化することで発行部数をゼロ

に削減することができました。

これらの研究成果の公表については、研究所の取り

組んでいる各種研究の内容を広くお伝えするために今

後も必要となるものですが、冊子からホームページで

の発信とすることで、環境配慮とともに電子媒体の特

徴である検索性の向上も図られ、更にご利用しやすく

なったのではないかと思われます。

引き続き、わかりやすく適切な

内容での情報の提供を心がけて

参りますので、今後とも国立環境

研究所の刊行物をご利用いただ

きますようよろしくお願いいたし

ます。

・コラム・2

　今後とも、二酸化炭素排出量及び使用電力量
の削減に向け、研究施設・設備の省エネルギー
化やその計画的・効率的な管理・利用、太陽光
発電設備の適切な運用等を着実に実施するとと
もに、環境マネジメントシステムの円滑な運用
等を通じて所員の意識及び実践レベルの維持向
上を図りつつ、研究・事務活動等に係る省エネ
ルギー対策を継続的に実施いたします。また、
通勤に伴う環境負荷の削減についても自主的な
取組を引き続き進めます。
　特に夏期については、使用最大電力の計画的
な抑制を図るべく、各種節電対策を実施いたし
ます。

今後に向けてフロン排出対策

環境情報部
阿部裕明
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7　循環型社会形成のために

●取組結果
　国環研では、第３期中期計画期間において、
廃棄物対策として、廃棄物の適正管理を進める
とともに、廃棄物の減量化・リユース・リサイ
クルを通じて廃棄物の一層の発生量の削減を図
ることとしており、廃棄物の発生抑制等に努め
ました。過去３年間の廃棄物発生量の推移を図
7-1 に示します。
　なお、この集計は、国環研の研究及び事務活
動から直接発生するものに限定し、所内の廃棄
物処理施設から発生する廃棄物については含め
ていません。平成 25 年度では、上記集計量の
他に、所内の廃棄物処理施設（廃水処理施設）
から約 4t の脱水汚泥と、約７t の有機汚泥が発
生しました。

◆発生抑制
　廃棄物の発生抑制のため、実験系廃棄物及び
その他の事務系廃棄物の削減に取り組みまし
た。また、用紙の削減を図るため、PDF 等の
電子媒体を活用したペーパーレス会議の実施、
両面コピー、集約印刷、裏紙利用、資料の簡素
化などの取組みを全職員に呼びかけ、コピー用
紙の削減等を着実に実施しました。

◆再使用
　発生抑制の一環として、廃棄物となる製品等
の再使用にも取り組みました。例えば、古くな
りパフォーマンスが落ちた PC について、パー
ツを最新のものに交換することで、再使用を行
いました。イントラネットを利用し、不要になっ
た事務用品、OA 機器などを紹介し、他の部署
で引き取ることで再使用を図るなど資源の有効
活用を行っています。また、納入業者の協力の
もと、プリンターやラベルプリンター等の使用
済みカートリッジを循環資源として再利用する
よう取り組んでいます。

◆再生利用
　再生利用のため、分別回収を徹底するとともに、
循環資源として回収した廃棄物については、リサ
イクル専門の業者に全量を処理委託して再生利用
に努めました。また、平成 17 年 12 月より、所
内食堂等の生ゴミを従来の焼却処分から、たい肥
化処理を行うこととしました。こうして得られた
肥料は、所内の花壇の整備に利用しました。

たい肥化処理された肥料を利用し整備された花壇

廃棄物対策
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図7-1　廃棄物発生量の推移

可燃物 循環資源 実験廃液

平成25年度

10,114

81,791

36,191

●具体的な取組の内容
　国環研では、環境配慮に関する基本方針のう
ち、廃棄物・リサイクルに関する基本方針に基づ
き、資源循環・廃棄物対策に取り組んできました。
　発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）
及び再生利用（リサイクル）に関する具体的な
取組内容は以下のとおりです。
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◆適正処理・処分
　実験系廃棄物（廃液を含む）については、可
燃物は所内焼却処分を行うとともに、所外に排
出する廃棄物は外部業者へ処理を委託し、マニ
フェストを確認することなどで適正な処理・処
分に努めました。処理の委託にあたっては、可
能な限り再生利用を図りました（廃棄物の処理
フローについては図 7-2 を参照）。なお、平成
19 年度から電子マニフェストの導入を開始し
ました。

◆ PCB 廃棄物の保管
　特別管理産業廃棄物の一つである PCB（ポ
リ塩化ビフェニル）廃棄物については、PCB
特措法＊ 5 に基づき、PCB が漏えいしないよう
に専用の保管庫において適正に管理していま
す。平成 25 年度において、国環研が保管する
PCB 廃棄物の種類と量は表 7-1 のとおりです。
これらは、国の PCB 処理事業の処理計画に沿っ
て、計画的に処理を進めていく予定です。

◆その他
　国環研が主催・参加する公開イベント等では、
使い捨てビニール袋等の使用を減らすため、エ
コバッグを来所者に配布し、その利用を呼びか
けています。

種　類 数　量

　トランス 31 台

　コンデンサ 2 台

　安定器 41 個

　PCB を含む油 39.9 kg

　金属系 PCB 汚染物 0.2 kg

　非金属系 PCB 汚染物 2.2 kg

　PCB を含む廃水 8.7 kg

　複合 PCB 汚染物 205.4 kg

　その他汚染物（動物屠体等） 61.1 kg

注）上表の他、PCB を含む研究用標準試薬を 42.2 kg 保管。

表 7-1　主な PCB 廃棄物の保管状況（平成 26 年 3 月現在）

＊ 5　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」の略称。詳細については、環境省 HP を参照。
(http://www.env.go.jp/recycle/poly/law/index.html)

＊ 6　「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」の略称。詳細については、環境省 HP を参照。
(http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/index.html)

＊ 7　環境物品等の調達の推進を図るための方針は、参考資料 3 を参照。(http://www.nies.go.jp/kankyokanri/ereport/2014/sanko3.pdf）
＊ 8　実績の詳細は、参考資料 4 を参照。(http://www.nies.go.jp/kankyokanri/ereport/2014/sanko4.pdf)

●取組結果及び取組内容
　国環研では、物品及びサービスの購入・使用
に当たって環境配慮を徹底することとしていま
す。このため、グリーン購入法＊ 6 に基づき、毎
年度“環境物品等の調達の推進を図るための方
針＊ 7”を定め、環境に配慮した物品とサービス
の調達を行っています。平成 25 年度は、全て
の調達分野でのグリーン調達目標を 100％＊ 8

としてグリーン購入の推進に取り組みました。
　また、納入事業者や役務の提供事業者等に対
して、事業者自身の環境配慮（グリーン購入や
環境管理等）を働きかけることについては、発
注仕様書等において明記することにより行って
います。

グリーン購入の推進
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再利用による循環資源発生量の削減を継続的に
行います。廃棄物対策は、各所員の努力・協力
による部分が大きいことから、環境マネジメン
トシステムの運用等を通じて取組の促進や改善
に努めます。

　今後とも、廃棄物発生量の削減と適正処理を
着実に実施するとともに、“大量排出－大量リ
サイクル”にならないよう、分別回収の徹底や

図 7-2　廃棄物・廃水の処理フロー

今後に向けて
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7　循環型社会形成のために
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●水の環境を守る
私たちが使っている水は湖沼・河川・ダム貯水

池などから取られていますが、それらの水環境で

は水質の維持管理対策が精力的に行われていま

す。例えば、水質汚濁に係る環境基準（望ましい

水環境を表す基準）によると、全国の湖で見ると、

環境基準 (窒素・リン )を達成している湖沼は全

体の約 51.3% にとどまっています。約半数の湖

で対策の効果が出ていないようです。

我が国で 2番目に大きい湖である霞ヶ浦（写真

1）では、現在、窒素・リンなどの物質による富

栄養化と呼ばれる現象が進んでおり、2011 年に

は植物プランクトンの大規模発生 (アオコと呼び

ます )が観測されました (写真 2)。植物プランク

トンの大規模発生は、異臭・カビ臭などの原因と

なります。また、飲料水源として使用する場合に

は、浄水処理で生成される発がん物質トリハロメ

タン等についてのリスクを高めます。

このような現状をふまえて、我々の研究グルー

プは、霞ヶ浦などの湖沼における水質のモニタリ

ング事業を行っています。霞ヶ浦における長期モ

ニタリングでは、毎月 1回、計 10地点において

水や泥を取り、その分析を 30年以上行ってきま

した。特に、長期的に窒素・リンなどがどのよう

に変化しているか ?水質を悪化させる有機物、植

物プランクトンの発生とどのような関連があるの

か ?などの視点で研究を行っています。この研究

は、その研究成果から、富栄養化・アオコ発生現

象の原因（供給源等）を特定して、良好な水環境

の創出を目指すものです。

窒素・リンの供給源を例に見てみましょう。下

水処理水、農業排水、工業排水、生活排水、長年

蓄積された泥などが供給源として挙げられます。

その中でも、霞ヶ浦では泥の中に多量の窒素・リ

ンが蓄積しています。泥の中に含まれる窒素・リ

ンが、水へと供給されるプロセスを理解すること

が重要だと考えられています。窒素・リンなどの

物質は身近なものにも多く含まれています。例え

ば、米のとぎ汁、調理くずなどが代表的な例です。

それらを湖に流してしまうと、それも窒素・リン

の供給源になってしまいます。米のとぎ汁や調理

くずなどを極力直接流さないようにすることは、

身近でできる大切な環境配慮と言えるでしょう。

・コラム・3

7　循環型社会形成のために

地域環境研究センター
篠原隆一郎

写真１：霞ヶ浦 写真２：霞ヶ浦で発生したアオコ現象
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8　水使用量削減のために

●具体的な取組の内容
　平成 12 年 12 月に一般実験廃水の再利用施
設を整備し、平成 13 年度以降順調に稼働して
いることや、節水に関して職員の意識を向上さ
せる取組の実施等により年々効果が見られるよ
うになりました。再利用水は、ボイラーの給水、
冷却塔の補給水及び動・植物実験棟の加湿用水
などに利用され、これにより年間 25 千 m3 の
上水使用量を節約しています。
　なお、国環研では、水生生物の飼育や植物を
使う実験に地下水を利用しており、平成 25 年
度の地下水使用量は 71 千 m3 でした。

●取組結果
　国環研では、第３期中期計画期間において、
実験廃水の循環利用の促進や研究・事務活動を
通じた節水等を行うことにより、水使用量の削
減を図ることとしており、対策の推進に努めま
した。過去３年間の上水使用量の推移を図 8-1
に示します。

水使用量の削減

1.071.00

図8-1　上水使用量（単位面積当たり）の推移

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0.0

単位面積当たり（m3/m2）（m3/m2）

2.44

平成12年度 平成25年度平成23年度

1.04

平成24年度

一般実験廃水処理施設再利用水処理施設

　今後とも、実験廃水の再利用や節水等を実施
し、地下水の使用も含めた水使用量全体の削減
に取り組みます。

今後に向けて

井水ろ過装置
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●取組の概要
　国環研では、環境保全上問題とされた、ある
いは問題となることが懸念される化学物質を幅
広く研究対象としているため、取り扱う化学物
質の種類は非常に多岐にわたり、多い場合では
2500 種類以上の化学物質を保有している研究
室もあります。環境研究において必要な化学物
質を取り扱うことは避けられませんので、所内
の取組としては、環境リスクを考える上で、化
学物質をいかに安全に取り扱い、管理するかが
重要です。そのため、化学物質のリスク管理
について示した環境配慮に関する基本方針に則
り、化学物質等管理規程を制定し、研究者が有
害な化学物質、特に毒物・劇物を管理する際の
ルールを定め、運用しています。また、この基
本方針に基づき薬品の使用、管理の実態を把握
すべく所内ネットワークを用いた化学物質管理
システムの運用・管理を行っています。

●化学物質の管理状況
　国環研では、取り扱う化学物質の種類は多岐
にわたっていますが、その多くは 1 種類当た
り数十グラム以下の保有量であり、使用量も少
量です。その排出等の実態を明らかにするた
め、PRTR 法＊ 9 対象物質については、各研究
者からの届け出に基づき把握し、年間使用量が
10kg を超える物質について、これまで自主的
に公表をしてきました（注：PRTR 法では、ダ
イオキシン類を除き、年間 1t 以上の取扱量を
有する物質のみ事業者に届出義務があります）。
　ダイオキシン等の特に厳重な管理が必要な化
学物質を扱う場合には、負圧に設定され立ち入
り情報が管理された化学物質管理区域で実験を
行っています。

9　化学物質等による環境リスク低減のために

表 9-1　PRTR 対象化学物質の使用量と移動・排出量化学物質等の適正管理
化学物質（群）名 使用量 排出量 移動量

（kg）
大気 廃棄物 下水道

（kg） （kg） （kg）

アセトニトリル 98 3.63 94.67 0.00

キシレン 22 0.03 22.42 0.00

ジクロロメタン 46 7.48 38.56 0.00

ノルマル - ヘキサン 28 4.80 22.96 0.02

大気 廃棄物 下水道

（mg-TEQ）（mg-TEQ）（mg-TEQ）

ダイオキシン類 － 1.11 0.517 0.000312

　化学物質等の管理については、引き続き体
制の整備を進め化学物質管理システムの運用を
図っていく予定です。

＊ 9　  「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」の略称。詳細については、環境省 HP を参照。
(http://www.env.go.jp/chemi/prtr/about/index.html)

＊ 10　 SDS 制度とは、PRTR 法に基づき、第一種指定化学物質、第二種指定化学物質等を他の事業者に譲渡・提供する際、その性状及び取扱いに
関する情報（SDS：Safety Data Sheet）の提供を義務付ける制度。

●環境標準試料等を提供する際の配慮
　国環研では、国内外の化学物質モニタリング
の精度管理に貢献するため、環境研究や分析の
実施機関に対し、環境標準物質および分析用標
準物質を作製し、一部有償で提供しています。
これまで作製した標準物質は SDS 制度＊ 10 の
対象外の物質ですが、必要に応じて SDS 制度
の対象とならない旨の証明を付けて提供してい
ます。

※年ごとの使用量は一定ではなく、各年の研究内容に応じて変化します。

200

150

100

50

0

使用量（kg）

図9-1　使用量の多いPRTR対象化学物質の年ごとの推移
アセトニトリル ジクロロメタン ノルマルーヘキサンキシレン

H23年度 H25年度H24年度

今後に向けて
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● グリーンケミストリー：環境負荷の少ない
　化学物質の影響研究を目指して
私たちは、天然・合成を問わず非常に多種類の化

学物質のおかげで、健康で豊かな生活を送ることが
できます。医薬品、化粧品、生活用品、農薬、食品
添加物だけでなく、身の回りのほとんどの工業製品
には、化学物質がたくさん使われています。医薬品
や化粧品などの主成分以外にも、保存剤や安定剤、
着色剤など、補助的に用いられる物質も化学物質で
す。また、主成分を合成するために必要な原料や主
成分と一緒に合成される副生成物も化学物質です。
工業製品を作る際にも、研磨剤、離型剤、洗浄剤な
ど多種多量の化学物質が使用されます。
それらの中には、人や生態系などに悪影響を与え

るものも少なくありません。せっかく私たちに便利
な生活を与えてくれる化学物質でも、健康や環境に
悪影響を与えるというのは、本末転倒です。そこで、
アメリカ環境保護庁（US EPA）はグリーンケミス
トリー 12原則を発表し、化学製品の生産から廃棄
までのすべての過程において、人や生態系に与える
影響を最小限にし、且つ経済的効率性を向上させよ
うとする次世代の化学工業の改革運動をリードする
政策を打ち出しました（表 1）。この政策によって、
化学工業界はその競争力を強化するだけでなく、直
接的な生産コストと環境負荷低減による間接的なコ
スト をあわせて、2020 年までに 6.5 兆円以上の削
減が可能になると見積もられています。
私たち国立環境研究所では、化学物質や製品、そ

れらの廃棄物の環境や人への影響について研究を進
めています。化学物質の影響を調べるためには、様々
な動物を用いた試験法や、人そのものを観察する方

法があります。ところが、その研究自体にも化学物
質を使い、研究後は環境に排出されます。そこで、
私たちは、環境負荷の少ない研究活動のため、でき
るだけ少ない試料を用いた測定、微生物や細胞を
使った影響試験法など最先端の技術の開発に取り組
んでいます。例えば、今まで水道水中の汚染物質を
測定するのに、1 L の試料（水道水）が必要でかつ
一試料の分析のために数 100 mL の化学物質が必
要だったのを、新しい技術を用いることで、必要な
試料を 10 mL に抑え、かつ化学物質も数 10 mL に
まで減らすことが可能になりました。また、使用す
る化学物質を健康影響の大きい物質から小さい物質
に変更しました。これにより、廃棄・排出される化
学物質の直接的な削減とともに、試料の運搬や保管
に関わる環境負荷の削減にもつながります。また、
動物実験を細胞レベルの試験法に変えていくための
研究も行っており、ここでも環境負荷の低減を目指
しています。
私たちと私たちの次の世代が安心して暮らせる世

界のための環境研究自体が、より環境負荷の少ない
研究手法により実施されることを目指して、これか
らも研究を続けていきます。

・コラム・4

環境健康研究センター
中山祥嗣

  1．廃棄物は「出してから処理ではなく」、出さない

  2．原料をなるべく無駄にしない形の合成をする

  3．人体と環境に害の少ない反応物、生成物にする

  4．機能が同じなら、毒性のなるべく小さい物質をつくる

  5．補助物質はなるべく減らし、使うにしても無害なものを

  6．環境と経費への負担を考え、省エネを心がける

  7．原料は枯渇性資源ではなく再生可能な資源から得る

  8．途中の修飾反応はできるだけ避ける

  9．できるかぎり触媒反応を目指す

10．使用後に環境中で分解するような製品を目指す

11．プロセス計測を導入する

12．化学事故につながりにくい物質を使う

表 1：グリーンケミストリー 12 原則（アメリカ環境保護庁）
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　国環研では、大気汚染、水質汚濁等を生じる
可能性のある施設を保有しています。これらに
ついては、法律や条例等に基づき、十分な環境
対策を講じ、適正に運転管理するとともに、定
期的な監視測定により、近隣の市民の方の生活
環境に影響を及ぼさないことに留意しています。

●大気汚染の防止
　国環研では、6 台のボイラー（大気汚染防止
法に基づく規制の対象）を稼働させています。
主に空調用の蒸気をつくるためのもので、大気
汚染防止対策として、硫黄酸化物の発生を抑え
るため硫黄分を含まない液化天然ガスを燃料に
用いることなどに努めています。排ガスは、年
に 2 回、窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、
ばいじんの濃度を測定し、法で定められた規制
値を満たしていることを確認しています。平成
25 年度の測定結果は表 10-1 に示します。
　また、所内で生じた廃棄物のうち、可燃物を
焼却処理するための所内施設として、紙くず
や一部の実験系廃棄物の焼却を行う一般固体焼
却設備、有害物質を含む実験系廃棄物等（動物

実験で生じた動物屠体等）の焼却を行う特殊固
体焼却設備があります（ダイオキシン類対策特
別措置法に基づく規制の対象です）。これらは、
十分な排ガス処理装置を備えるとともに、燃焼
管理を適切に行うことで、ダイオキシン類等の
大気汚染物質の発生抑制に努めています。排ガ
スは、年に 2 回（ダイオキシン類は 1 回）測
測定し、定められた基準値を満たしていること
を確認しています。平成 25 年度の測定結果は
表 10-2 に示します。

環境汚染の低減対策

NOx濃度［ppm］ SOx排出量［m3N/h］ばいじん濃度［g/m3N］

炉筒煙管ボイラー 2台
貫流ボイラー　　 4台

18 ＜0.015 0.008

130

稼働年月

平成  5年10月
平成20年11月

燃焼能力
［m3/h］

623
144

燃料の種類

液化天然ガス

－ 0.1規制値

注 1 ）ボイラーは､それぞれ同型の､炉筒煙管ボイラーが2台､貫流ボイラーが4台設置され､主に貫流ボイラーが稼動
注 2 ）煙突は共通で1本設置
注３）測定値は､夏（８月：上段）及び冬（２月：下段）の値をそれぞれ掲載
注４）NOx､ばいじん濃度は酸素5％換算値で記載
注５）規制値は､茨城県条例の値を記載

72 ＜0.011 ＜0.002

表 10-1　施設概要と排ガス測定結果

NOx濃度
［ppm］

処理能力
［kg/h］稼働年月

平成14年
3月

160

平成14年
3月

35

SOx排出量
［m3N/h］

ばいじん
濃度

［g/m3N］

塩化水素
濃度

［mg/m3N］

ダイオキシン
類濃度

［ng-TEQ/m3N］

鉛濃度
［mg/m3N］

カドミウム
濃度

［mg/m3N］

クロム濃度
［mg/m3N］

ヒ素濃度
［mg/m3N］

水銀濃度
［mg/m3N］

一般固体
焼却設備

250 ＜0.0038 0.055 30 0.15
－ － － － －

120 ＜0.0044 0.005 22

特殊固体
焼却設備

規制値

29 ＜0.009 ＜0.002 6.0 0.58

61 ＜0.008 ＜0.002 ＜2.0 －

＜0.005

＜0.005

＜0.005

＜0.005

＜0.005

＜0.005

＜0.005

0.007

注1）測定値は、夏（6月：上段）及び冬（12月：下段）の値をそれぞれ掲載
注２）NOx、ばいじん濃度、塩化水素濃度は酸素12%換算値で記載
注３）規制値は、ダイオキシン類のみ。他は自主管理値として、大気汚染防止法施行規則（一部茨城県条例）の値を参考に記載

＜0.005

0.006

（12.2）（250）　　 （0.15） （700） 5 （－） （－） （－） （－）（－）

－

表 10-2　施設概要と排ガス測定結果

10　環境汚染の防止のために

一般固体焼却設備用排ガス処理装置
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低濃度に有害物質を含む廃水を対象）と特殊実
験廃水処理施設（土壌汚染や動物毒性に関する
実験を行う特定の実験室から生じる廃水を対象）
の 2 系統で行い、処理後の排水は、毎月 1 回、

（ただし、ダイオキシン類はそれぞれ年に 1 回）、
有害物質の濃度を測定し、定められた規制値を
満たしていることを確認しています。平成 25
年度の測定結果は表 10-3 に示します。

●騒音の防止
　騒音規制法の届け出対象となる施設として、
送風機及び排風機が計 26 台所内にあります。こ
れらは、全て鉄筋コンクリートの内部に設置す
ることで、周辺への騒音伝搬を防止しています。

pH BOD 浮遊物
質量

ノルマル
ヘキサン
抽出物質

ホウ素
及び
化合物

亜鉛及
びその
化合物

鉄及び
その
化合物

マンガン
及びその
化合物

全窒素

一般実験廃水
処理施設

7.5

7.2

7.8

7.6

5～9

処理能力
［m3/day］

300

100

　

稼働年

昭和58年

昭和58年

　

2

＜1

2

＜1

600

フッ素
及びその
化合物

6.0

0.7

5.4

1.3

（15）

0.1

＜0.1

0.6

0.2

8

＜0.02

＜0.02

＜0.02

＜0.02

10

0.07

＜0.02

0.06

＜0.02

5

＜0.1

＜0.1

0.2

＜0.1

10

＜0.01

＜0.01

＜0.01

＜0.01

1

＜1

＜1

＜1

＜1

5

4

＜1

1

＜1

600

0.018

0.011

10

特殊実験廃水
処理施設

規制値

0.23

＜0.03

（2）

全燐

注1）単位は、pH（水素イオン濃度）、ダイオキシン類を除きmg/ℓ
注2）測定値は、年間の測定値のうち、最大値（上段）及び最小値（下段）のみを掲載。ただし、次に掲げる物質（下水道法及び研究機関に示された

茨城県の土木部長通知（H6.4）に係る基準が示されている物質）については、定量下限値以下にあるため省略。
フェノール類、クロム及び化合物、カドミウム及び化合物、シアン化合物、有機リン化合物、鉛及び化合物、六価クロム化合物、ヒ素及び化合物、水銀及び化
合物、アルキル水銀化合物、ポリ塩化ビフェニル、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチ
レン、シス-1,2-ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエタン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン及
び化合物、銅及びその化合物

注3）全窒素、全燐に係るものは自主管理値として、茨城県条例の値を参考に記載
注4）排水測定は毎月実施

ダイオキシン類
［pg-TEQ/　］

0.47

＜0.03

表 10-3　施設概要と排水測定結果

●水質汚濁の防止
　国環研では、生活系の排水に加え、研究に伴
い生じる有害物質を含む実験系廃水が生じます。
実験系廃水は、重金属等有害物質を含む可能性
があるため、所内の廃水処理施設において下水
道法などで定められた基準を満たすレベル以下
に適正に処理したのち下水道へ排出しています。
廃水処理は、一般実験廃水処理施設（実験器具
類の 4 回目以降の洗浄水や動物の飼育排水など

一般実験廃水処理施設 特殊実験廃水処理施設

●振動防止、悪臭防止
　振動規制法、悪臭防止法の対象となる施設は
ありません。

●法令の遵守状況
　平成 25 年度において、公害の防止に関する
諸規制について法令違反はありません。
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10　環境汚染の防止のために

・コラム・5

●砂糖にまつわる苦い話
私たちの生活に欠かせない砂糖。砂糖の原料の1

つであるサトウキビは、沖縄・奄美の基幹作物です。
沖縄や奄美では、真っ青な空の下、サトウキビ畑が
どこまでも続く美しい風景を目にしますが、このサ
トウキビ畑、適切な管理をしないと、川の中の希少
な生き物や、海中のサンゴ礁を死滅させる原因と
なってしまうのです。このコラムでは、甘い砂糖
の背後にある、苦い環境問題をご紹介します。
サトウキビの収穫後から次の植え付けまでの期

間、サトウキビ畑は何も植わっていない裸地の状態
になります。この時期（ちょうど梅雨や台風の時期
に重なります）に雨が降ると、畑の土が削られて流
され、河川や海を濁らせたり、川底や海底に堆積し
たりして、生態系に悪影響を及ぼしてしまいます。
沖縄や奄美の土の多くは赤い色（沖縄の伝統的な赤
瓦の色）をしており、この問題は「赤土流出問題」
と呼ばれています。社会環境システム研究センター
では、生物・生態系環境研究センターなどいくつか
のセンターと協力して、赤土流出問題を解決するた
めの分野横断的な政策研究を実施しています。
畑でできる赤土流出対策には、①収穫後の裸の

畑をサトウキビの葉殻で覆う「マルチング」（写
真１）や、②根をしっかりと張る植物を畑の周囲
に植え、赤土の流出を防ぐ「グリーンベルト植栽」
（写真２）といったものがあります。沖縄県では「赤
土等流出防止条例」の下で、農家がこれらの対策
を実施するよう定められています。しかし、対策
の実施は農家の自主性に任されている上、その費
用を農家が負担しなければならず、なかなか効果
がありません。対策を進めるための支援も少しず
つ実施されていますが、かけられる予算には限り
があり、一部にしか行き届いていないのが現状で
す。そこで私たちは、対策が進まない原因を詳し

社会環境システム研究センター
岡川梓

く調査するとともに、個々の畑の傾斜や河川との
位置関係、対策にかかる費用を考えて、限られた
予算の下でどこの畑で優先的に対策を実施すると
有効であるのか ?を明らかにするための研究を
行っています。
また私たちは、裸地期間が短く、かつ付加価値

の高い別の作物への転換を図ることも重要ではな
いかと考えています。日本では、輸入粗糖・精製
糖に課される調整金や、国産の砂糖原料への補助
金によって、サトウキビ生産は手厚く保護されて
います。その一方で、サトウキビ生産による農家
の所得は少なく、サトウキビ農家のほとんどが兼
業農家や年金受給のある高齢者です。近年の砂糖
需要の減少と相まって、沖縄・奄美の農業の未来
は明るいとは言えません。しかし、付加価値の高
い野菜や果物を生産する農業経営体の参入を促す
などして作物転換を図れば、沖縄・奄美の農業の
収益性が上がるだけでなく、赤土流出問題の解決
にも結びつくと考えられます。
ちょっと疲れてしまった時、チョコレートやほ

んのり甘いミルクティー、やさしい味のお饅頭を
いただくと、元気が出ます。また、お菓子はもち
ろんのこと、砂糖は、煮物・酢の物・照り焼きといっ
たお惣菜の味付けや、料理をやわらかい味に仕上
げたい時の隠し味としても活躍しています。料理
のおいしさが口の中に広がった時、風にそよぐサ
トウキビ畑に少しだけ思いを馳せてみてください。

写真 2：畑の周囲に植えられたベチバーの苗
　　　　（グリーンベルト植栽）
ベチバー（イネ科の植物）が成長すると株同
士が密集し、赤土の流出を防ぎます。

写真 1：畑にまかれたサトウキビの葉殻
（マルチング）
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11　生物多様性の保全のために

　国環研は、みずからの活動のなかでどのよう
に環境に配慮していくかをまとめた環境配慮憲
章を定めています。全部で 500 字余りの短い
もので、本報告書にも全文が載っています（6
ページ）。そのなかでは、環境保全につながる
調査・研究の成果を社会に提供するだけでなく、
研究所自身が日常の業務のなかで環境への配慮
を実践することを基本理念として掲げていま
す。平成 25 年度に、この憲章が一部変更され
ました。研究所が自主管理するべきポイントと
して、省エネルギー、省資源、廃棄物の削減と
適正処理、化学物質の適正処理に加えて、生物
多様性の保全があらたに書き込まれました。構
内の緑は美観という観点からのみ捉えられがち
ですが、これも地域の自然と位置付けて、生き
物たちの生活の場であることにも配慮しながら
管理し、生物多様性の保全に貢献しようという
ことです。憲章を改訂するのとあわせて、構内
緑地等管理小委員会が設置されました。この委
員会は、研究所構内を地域の自然環境の一部と
して管理し生物多様性の保全に貢献することを
目的に、構内の緑地などの管理について検討し、
計画を立案します。

　生物多様性の保全を憲章に書き込み、専門の
委員会まで設置したことは、他にあまり例を見
ない画期的な取り組みと言えます。しかし、こ
の体制が実際に機能し、構内で豊かな自然を維
持していけるのかどうか、これからが本番です。
研究所本来の調査・研究機能を果たしつつ、不

必要に自然に負荷をかけることのないよう気を
つけていく必要があります。
　生物多様性に配慮するといっても、具体的に
どのように配慮したらよいのか、ケースごとに
注意深く考えていかなくてはなりません。たと
えば、どうしても林地に仮設道路を通す必要が
あるとき、一般には大きな木を切ることに抵抗
感があり、それをよけて道を作ることを考える
でしょう。けれども、それがソメイヨシノの木

（写真 1）であるならば、つくばに限らず日本
中に無数に植えられていますし、そもそも人間
が創りだした園芸品種ですので、生物多様性の
保全という観点からは優先順位は高くありませ
ん。ただしそれがいつも人の目を楽しませてく
れている木であるならば、景観という観点も考
慮する必要があるでしょう。いっぽう、道路の
わきやきれいに管理された公園では見られない
自然の草花も、構内の林の中などでたくさん見
ることができます（写真 2）。そうした種類の
ほうが園芸品種の木よりも保全の優先順位が高
いかもしれません。また、仮設道路を作るにも、
地面をおおう植物が豊かなところをなるべく避
けるとか、短期間で済む工事なら植物が休眠し
ている冬の間に実施するといった工夫で、植物
への影響を低減することができるでしょう。考
えること、判断すること、工夫することはたく
さんありますが、自然環境の保全への貢献を研
究業務の中心課題のひとつにあげている国環研
の知恵を集めて、適切な配慮をしていきます。

写真１：ソメイヨシノ
ソメイヨシノの花は目を楽しませてくれるが、
園芸品種であり、生物多様性への配慮という観
点からは優先順位は高くない。

写真２：ノヤマトンボ
明るい林の中が好きな野生のラン。
頻繁な草刈りや踏みつけにさらさ
れると消えてしまう。

構内の自然の管理体制を確立

これからが本番 － 知恵を集めて
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12　社会的取組の状況

社会への貢献活動

　国環研の研究活動やその成果を積極的に普及
することにより、広く社会に貢献できるよう努
めています。

●見学等の受け入れ
　国環研は、各方面からの要望を受け、研究施
設の見学等の受け入れを行っています。平成
25 年度の見学等は国内（学校・学生、企業、
官公庁等）54 件、977 人、海外（政府機関、
研究者、JICA 研修生等）25 件、248 人でした。
学校や企業などには環境教育の一助として利用
いただくとともに、国環研に対する理解を深め
てもらう観点から、できる限り対応しています。

●教育プログラムなどへの参加
　環境研究・環境保全に関する以下の教育プロ
グラム、イベント等に参加しました。
・エコライフ・フェア2013（平成25年6月）
・つくば環境スタイルサポーターズの集い（6月）
・サイエンスキャンプ2013（7月、8月）
・つくばちびっ子博士（7月）
・グリーンパワーフェスティバル2013（10月）
・うしくみらいエコフェスタ（10月）
・つくば科学フェスティバル2013（11月）
・TXテクノロジー・ショーケース2013（平成26年１月）

●環境政策立案等への貢献
　国環研では、地球温暖化、環境リスク、生物
多様性、PM2.5 等様々な分野で審議会、検討会、
委員会等の政策検討の場に参画し国環研の研究
成果や知見を提示することにより、積極的に環
境政策への貢献をしています。また、環境の状
況等に関する情報、環境研究・環境技術等に関
する情報を収集・整理し、国や地方における環
境政策立案等にも役立つよう提供しています。
　特に東日本大震災に関しては、環境被害、環
境中に放出された放射性物質による環境汚染、
その汚染が生物や人の健康に与える影響、汚染
の除去のための技術や汚染廃棄物の処理技術、
被災地域の環境再生・創造など、災害と環境に
関する研究を幅広く推進しています。その研究
成果は、環境省の政策立案の科学的基盤となる
とともに、技術指針やマニュアル等として現場
の環境対策にも活用されています。

サイエンスキャンプの様子

エコライフ・フェアの様子

つくば科学フェスティバルの様子
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●地域への貢献
　平成 25 年度は、茨城県における各種検討会
などに 17 件、のべ 22 名、茨城県内の市町村
における、各種検討会などに 9 件、のべ 9 名
の国環研研究者が参加し、茨城県内の環境行政
に貢献を果たし、地域の住みやすい環境作りへ
協力しています。

●国際的環境保全活動への貢献
　UNEP（国連環境計画）、IPCC（気候変動に
関する政府間パネル）、OECD（経済協力開発
機構）等の国際機関の活動や国際プログラムに
積極的に参画するとともに、国連気候変動枠組
条約締約国会議のオブザーバーとしてサイドイ
ベントやブース展示等を実施するなど研究成果
を世界に発信しています。また、GIO（温室効
果ガスインベントリオフィス）を設置して、日
本国の温室効果ガス排出・吸収目録（GHGs イ
ンベントリ）報告書を作成しています。ほかに
もアジア地域における陸上生態系の温室効果
ガスのフラックス観測ネットワーク（AsiaFlux
ネットワーク）に参加し、事務局的機能も担っ
ています。さらに、北東アジア地域の環境保全
に関する国際共同研究推進のため、韓国の国立
環境科学院及び中国の環境科学研究院と日韓中
三カ国環境研究機関長会合（TPM）を毎年開
催しています。

　研究成果を、一般の方にわかりやすく提供する
ため、シンポジウムなどを通じて成果の発信に努
めています。
●公開シンポジウム
　国立環境研究所公開シンポジウム 2013「国境
のない地球環境〜移動する大気・生物・水・資源〜」
を、東京（平成 25 年 6 月14 日（金）於メルパ
ルクホール）及び京都（平成 25 年 6 月 21日（金）
於シルクホール）において開催し、それぞれ 644
名、234 名の参加をいただきました。同シンポジ
ウムでは、地球規模の環境問題を解決すべく国環

一般公開（夏の大公開）の様子

＊ 11　講演の模様や、ポスター発表の資料は、右記 URL で閲覧可能。(http://www.nies.go.jp/sympo/2013/index.html)

コミュニケーション

公開シンポジウムの様子

研において実施した観測・調査・研究を通じて得
られた経験や知見について５つの講演、１９テー
マのポスター発表を行いました。＊ 11　来場者から
は、「非常にわかりやすく説明して頂いた」「大変
良い内容であり、今後も続けて下さい」等の感想
をいただきました。

●一般公開
　国環研では毎年 2 回、つくば本所内での一
般公開を実施しています。平成 25 年度の一般
公開は、4 月 20 日（土）及び 7 月 20 日（土）
に実施し、それぞれ 425 名及び 4,440 名の来
場者がありました。

●マスコミへの対応
　テレビや新聞等のマスメディアを通じて研
究活動の発信を積極的に行いました。その結
果、国環研の研究が紹介された新聞報道は年間
428 件、テレビに取り上げられた件数は 133
件にのぼりました。
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国立環境研究所 検 索

　国環研では、環境の保全に役立つさまざまな
研究成果を社会に提供してきました。これら研
究成果は、年次報告書、各種報告書、ニュース
レター、研究情報誌「環境儀」等として、ホー
ムページから公開しています。ここでは、主な
出版物について紹介します。詳しくは、http://
www.nies.go.jp/kanko/index.html をご覧くだ
さい。

●国立環境研究所年報
　各年度の活動概況、研究成果の概要、業務概
要、研究施設・設備の状況、成果発表一覧、各
種資料等を掲載（毎年度出版）

●国立環境研究所研究プロジェクト報告
　研究プロジェクトの目的、意義及び得られた
成果を中心に、図表を付して掲載

●国立環境研究所研究報告・業務報告
　様々な研究成果報告やデータ集、マニュアル
等を掲載（不定期）

●ホームページ
　国立環境研究所ホームページから、研究所や
研究に関する情報を発信しています。
　http://www.nies.go.jp に是非アクセスして
ください。

研究成果の発信 ●国立環境研究所ニュース
　各号毎の特集テーマに沿って、最新の研究内
容や成果、環境問題にかかわる概念や用語など
をわかりやすく紹介するほか、行事紹介、新刊
紹介を掲載（偶数月出版）

●環境儀
　国環研が実施している研究の中から、重要で
興味ある成果の得られた研究を選び、専門家で
ない方でも分かりやすく読めるようにリライト
した研究情報誌（概ね年 4 回出版）

《刊行物の入手方法》　残部があるものは頒布していますので、下記までお問い合わせ下さい。送料のみ、ご負担いただきます。
環境情報部情報企画室出版普及係　e-mail：pub@nies.go.jp 　tel：029-850-2343

ウェブサイトによる情報発信

●国立環境研究所ニュース 
 

 

 
 
●環境儀 

●国立環境研究所ニュース 
 

 

 
 
●環境儀 
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12　社会的取組の状況

　また、研究所ホームページでは、様々な情報
発信を行っていますが、主に青少年・一般向け
に発信している情報を下記に紹介します。
　高校入試問題にも採用されるなど、読みやす
いよう工夫が施されています。

●環境展望台

●りすく村 Mei のひろば

●環環

●ＣＧＥＲ　ＥＣＯ倶楽部

「高校生も楽しめる研究情報誌」というコンセプトで発行する広
報誌です。ごみ問題をはじめとした資源循環・廃棄物分野の研究
のトピックスなどを紹介しています。

（http://www-cycle.nies.go.jp/magazine/index.html）

見晴らしの良い展望台のように、利用者の方々が様々な環
境情報に辿り着きやすいよう工夫されたサイトです。

（http://tenbou.nies.go.jp/）

化学物質や侵入生物など人の健康や生態系に影響を及ぼす
おそれのある様々な環境リスクに関する研究成果を広く一
般の方々にわかりやすく紹介するサイトです。

（http://www.nies.go.jp/risk/mei/mei001.html）

見て、読んで、試して！楽しみながら地球環境について考
えるページです。

（http://www.cger.nies.go.jp/ja/ecoclub/）
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　本報告書のデータ集計の対象範囲に含めてい
ない本所外の実験施設等については、サイト情
報として各サイトの概要とエネルギー（電力）
の消費量のほか、水環境保全再生研究ステー
ションの排水処理施設概要と排水測定結果を紹
介します。

所外実験施設等の概要

13　所外の実験施設等

　「霞ヶ浦臨湖実験施設」と「バイオ・エコエン
ジニアリング研究施設」からなる当該ステーショ
ンは、霞ヶ浦の湖畔にある敷地面積約 7ha を擁
する、陸水域の富栄養化機構の解明とその防止
対策を研究するためのフィールド実験施設です。

「霞ヶ浦臨湖実験施設」では、霞ヶ浦、流入河川、
地下水等に関する野外調査、富栄養化に及ぼす
汚濁、汚染物質の影響、汚濁した湖水の水質回
復に関する研究等を行っています。「バイオ・エ
コエンジニアリング研究施設」では、生活排水
をはじめとする液状廃棄物からの窒素、リン除
去、汚泥減量化、リン資源回収等可能な高度処

水環境保全再生研究ステーションA 理浄化槽等のバイオエンジニアリング技術の開
発等に取り組んでいます。また水生植物・土壌・
湿地等生態系機能を利用した低コスト・省エネ
型エコエンジニアリング技術を融合したバイオ
エコシステムの開発・解析・評価を開発途上国
への応用を視野に入れて取り組んでいます。

　本所の西約 3 km の位置にあり、実験的環境
変化が生態系の構成に与える影響観測など、陸
上生態系の研究を行っている無人実験施設で
す。なお、生物多様性への影響に配慮して、薬
剤などの使用はできる限り抑えるようにしてい
ます。

生態系研究フィールドⅡB

C：沖縄県波照間島

F：沖縄県辺戸岬

C：北海道落石岬

B：茨城県つくば
G：福島県南相馬

E：山梨県富士北麓

Ｄ:北海道陸別

A：茨城県霞ヶ浦
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　わが国の南端・沖縄県八重山諸島波照間島と
北東端・北海道根室半島落石岬の両地点にあ
り、温室効果ガス等を観測するための無人施設
です。CO2、CH4、N2O、O3、ハロカーボン類

（ハロゲン原子を含んだ炭素化合物）等の温室
効果ガスやその関連物質のモニタリングを行っ
ています。また、NOx、浮遊粒子状物質、黒色
炭素、ラドン、気象因子を自動観測しており、
観測データや運転状況等は国環研でモニターさ
れています。電力の使用量の削減のために落石
ステーションにおいては平成 21 年初めに太陽
光パネルの設置、平成 22 年に両ステーション
での蛍光灯の LED 化を行っています。

　北海道足寄郡陸別町の町立「りくべつ宇宙地
球科学館（銀河の森天文台）」の一室を名古屋
大学太陽地球環境研究所と共同で借り受け、高
分解能フーリエ変換分光計を用いた地球温暖化
関連の大気微量成分のスペクトルの観測、また
全天日射計による日射の観測、帯域別紫外線計
及びブリューワー分光光度計による有害紫外線
の観測を行っています。

地球環境モニタリングステーションC

pH COD 浮遊物
質量

ノルマル
ヘキサン
抽出物質

銅及び
その

化合物

亜鉛及
びその
化合物

鉄及び
その

化合物

マンガン
及びその
化合物

全窒素

7.6

7.2

5.8～8.6

処理能力
［m3/day］

350

　

稼働年

昭和58年

　

3

1

15

フッ素
及びその
化合物

3.8

1.5 

15

0.1

＜0.1

0.8

0.04

＜0.02

1

0.06

＜0.02

1

0.04

＜0.01

1

＜0.01

＜0.01

1

＜1

＜1

3

1

＜1

20規制値

0.05

＜0.03

2

全燐

注 1 ）単位は、pH（水素イオン濃度）もしくはmg/ℓ
注 2 ）測定値は、年間の測定値のうち、最大値（上段）及び最小値（下段）のみを掲載。ただし、次に掲げる物質（水質汚濁防止法に基づき排水基準

を定める条例）については、定量下限値以下にあるため省略。
フェノール類、クロム及び化合物、カドミウム及び化合物、シアン化合物、有機リン化合物、鉛及び化合物、六価クロム化合物、ヒ素及び化合物、水銀及び化
合物、アルキル水銀化合物、ポリ塩化ビフェニル、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチ
レン、シス-1,2-ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエタン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン及
び化合物、ホウ素及び化合物

注 3 ）全窒素、全燐に係るものは、茨城県条例の値を記載
注 4 ）排水測定は毎月実施

水環境保全再生
研究ステーション
排水処理施設

　富士北麓（山梨県富士吉田市）の緩斜面に広
がるカラマツ林に、大気－森林間の二酸化炭素
収支をはじめとする物質循環と植林の生理生態
的機能などの連続観測を行うための観測拠点を
整備し、平成 18 年 1 月から観測を開始してい
ます。アジア地域における炭素収支観測の中核
拠点としても機能し、森林生態系の炭素収支機
能の定量的評価手法の確立と、衛星リモートセ
ンシングによる地域評価を目指しています。

　沖縄本島の北端に位置する辺戸岬にあり、東
アジア地域から輸送される様々な大気汚染物質
を観測の対象とし、東アジアにおける広域大気
汚染の状況や対流圏大気質の変動を総合的に観
測する施設です。

　放射性物質の環境動態の把握等のための調査
研究を効率的に実施するために、福島県南相馬
市の理解と協力をいただき、採取した環境試料
等の選別および分析前処理等を行う現地実験室
を整備しています。

富士北麓フラックス観測サイトE

辺戸岬大気・エアロゾル観測ステーションF

【水環境保全再生研究ステーションの排水処理施設概要と排水測定結果】

【サイト別に見た平成 25 年度における電気使用量】

陸別成層圏総合観測室D

A B C D E F G

サイト名
水環境保全
再生研究

ステーション
生態系研究

フィールドⅡ

地球環境
モニタリング
ステーション

陸別成層圏
総合観測室

富士北麓
フラックス
観測サイト

辺戸岬大気・
エアロゾル観測

ステーション
福島南相馬

実験室
波照間 落石岬

電気使用量
（kWh） 1,581,106 9,795 164,119 120,732 2,525 30,967 57,594 10,542

福島南相馬実験室G
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自動撮影カメラ
哺乳類や鳥類は常に体から熱を発しています。自動撮影カメラは、セン
サーでそれを感知して自動的に撮影を開始するデジタルカメラです。昼間
は可視光で撮影しますが、夜間には赤外線フラッシュで撮影するモードに
切り替わるので、動物を驚かすことなく撮影できます。

赤外線フラッシュ

レンズ

センサー

タヌキは昔から人の身近にいる動物であり、「かちかち山」など昔話にも
登場します。市街化が進んでも、彼らは道路の側溝で繁殖したり、したたか
に生きているようです。国環研でもさまざまな場所で見られますが、外周に
植栽されたシラカシの樹林帯を移動経路としてよく使っているようで、よく
撮影されました。

ノウサギの生息にはまとまった緑地が必要で、国環研の緑地やその周囲に
広がる農地や森林に依存して生活しています。国環研開所以前からあったア
カマツ林は、林床が明るく草が生い茂っているため、彼らの餌や隠れ場所を
提供しています。

地中にトンネルを掘って暮らす森林性のノネズミです。名前の通り、赤み
がかった毛の色が特徴です。体が小さいため、なかなか自動撮影カメラでは
撮れませんが、カメラをアズマネザサの藪の中に仕掛けたらうまく撮影する
ことができました。

皆さんの周囲にはさまざまな哺乳類が暮らしています。国環研の敷地には緑地が広がっており、
哺乳類のよい生息地になっています。しかし、注意深い彼らを見つけることは、プロの研究者
といえど容易ではありません。
そこで、野外での哺乳類の研究には、自動撮影カメラ（カメラの前を通る動物をセンサーで感
知し、自動的に撮影してくれるカメラ）がよく使われます。ここでは、自動撮影カメラで撮影し
た構内の哺乳類を紹介します。

写真 1　ホンドタヌキ

写真 2　ニホンノウサギ

写真 3　アカネズミ
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生物・生態系環境研究センター 
深澤圭太

写真撮影：深澤圭太、勝又聖乃、竹中明夫

写真 5、6、7　イエネコ

自動撮影カメラではたくさんの野良ネコが撮影されます。異なる体の模様から、複数の個体が構内を利用し
ていることがわかります。ネコといってもあなどることなかれ、ハンティング能力に優れているため、野鳥に
対しては脅威となりうると考えられます。写真 7は、茂みに身を隠して何か獲物を狙っている様子でした。野
良ネコは数 kmに及ぶ広い行動圏を持ち、人による餌付けに依存しながらも、森の中ではハンターとしての一
面も見せています。
研究所内にはこのようにさまざまな哺乳類が生息している一方で、外来種も確認されています。

白い鼻筋が特徴的な中型哺乳類で
す。実は外来種かどうかははっきり
とした証拠がありませんが、国内で
の化石記録がなく、江戸時代以前の
文献には確実な記録がないため、明
治時代に毛皮採取目的で人為的に持
ち込まれたという説が有力です。果
実を好むため、果樹園の害獣として
も知られています。

この写真は自動撮影カメラではなく、所内を歩いていた研究員に偶然撮影
されたものです。イタチは昆虫や果実などさまざまな餌を食べますが、ザリ
ガニや魚なども好むため、水辺によく現れます。国環研でも、水路の近くに
たくさんのフンが落ちていたので、よく利用しているのでしょう。

構内では、他にもアズマモグラが作ったモグラ塚をよく見かけますし、夕
方にはアブラコウモリが飛んでいるのも見ることができます。

写真 8　ハクビシン

写真 4　ホンドイタチ
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自己評価結果

　本報告書の発行に当たり、記載内容の信頼性を高めるために、作成部署から独

立した立場にある監査室において本報告書の自己評価を行いました。

（評価方法等）

　評価にあたっては、環境省「環境報告書に係る信頼性向上の手引き（第 2 版）」

を参考にし、また、環境省「環境報告ガイドライン 2012 年版」に記載の項目に

照らしつつ、網羅性、正確性、実質性、中立性の観点から評価を実施しました。　

（評価結果）

　上記に沿って自己評価を実施した結果、問題は認められませんでした。



○編集後記
　本報告書は、「環境報告書 2006」から第９号目の環境報告書となります。
　本書では、地球温暖化対策、省エネルギー対策、廃棄物対策など、環境配慮に関する様々な
項目について、昨年度を中心とした取組結果や取組内容・事例などの紹介を行っております。
研究者自らが研究活動や環境配慮への活動を紹介するコラムは国環研ならではのもので、毎回
好評をいただいております。
　節電への対応については、昨年度は法的な削減義務は課せられませんでしたが、電力料金の
上昇や震災で影響を受けた機器の再開等電力使用量の増加も見込まれ、昨年度に引き続き節電
目標を掲げた節電計画を作成し、研究業務への影響を極力抑えつつ組織を挙げて取り組み、電
力消費量・ピーク電力ともに目標を達成することができました。これは、大震災を契機として、
節電への高い意識が研究所全体に着実に浸透し、継続していることの表れだと考えています。
　国環研では、昨年度から従来の研究に加えて、東日本大震災からの復旧・復興のための必要
な多岐にわたる研究課題に研究所を挙げて取り組んでいます。研究
所全体の活動が今後さらに増えていく一方で、夏期を中心とした節
電への継続的な対応も必要となりますが、環境研究の中核的機関と
して、これからも研究活動の発展と節電への対応が両立できるよう
真摯に取り組んでいきたいと思います。
　来年に発刊が予定されている 2015 年版においても引き続き、分
かりやすさ、親しみやすさを追求した環境報告書となるよう努める
とともに、皆様から寄せられたご意見も反映していきたいと思って
います。
　これからも我々国環研を、また、本環境報告書をよろしくお願い
いたします。

（編集事務局を代表して）

総務部長　高木治夫
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ビンズイの解説（ページ上の写真）

つくばでは冬の鳥です。セキレイの仲間の小鳥で、尾を上
下に振りながら地面を歩きまわって餌を探します。構内のア
カマツ林で、桜の横枝にとまっているところを見つけてカメラ
を向けました。

この印刷物は、印刷用の紙へ
リサイクルできます。

リサイクル適性 Ａ

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本
方針における「印刷」に係る判断の基準に従
い、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料
「Aランク」のみを用いて作製しています。

ネジバナの解説（ページ下の写真）

芝生に混ざって生えるネジバナは、小さな花がらせん状に
並んだ穂を出す野生のランです。数ミリの花をアップでみる
と、なるほどランの仲間だということが分かります。

表紙（写真）の解説
環境研の構内は緑が豊富です。
写真の前景はハクモクレンで、太陽の光を受けて葉が輝いています。遠景に見える
木立の中にも木漏れ日が射し込み、散歩に誘っているようです。


